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居住地としての魅力が高まり，三原に住みたい人が増えている。

修正

（１）
本市は年々人口減少が進んでおり，特に生産年齢人口の減少による活力低下が懸念される状況であり，市民が住
み続けるための対策とともに，Iターン，Uターン等移住者を呼び込むための対策が求められます。

施策番号【4】『みはら元気創造プラン』施策概要書

施策名 移住・定住の促進 担当課 地域調整課 連絡先 -

施策がめざす
三原市の姿

（２）
移住希望者のニーズは，ライフステージや移住の目的等により多種多様であり，ニーズに応じた情報発信と受入
態勢の整備が必要です。

（３）
恵まれた自然環境や充実した交通結節機能などの特長を，シティプロモーションを通じて発信し，本市が定住の
地として選ばれるよう取り組むことが必要です。

（４） 0

（１）
市民に対しては，若者の出会いの支援や，安心や健康，生きがいや楽しさなど，住みよい暮らしを提供すること
で，本市に住み続ける環境づくりに取り組みます。

（２）
移住者に対しては，地域の受入態勢の情報収集と効果的な情報発信等を通じて，新規転入者の獲得に向けたコー
ディネート機能を充実させます。

（５） 0

修正

（５）

３　達成度を測る指標 ４　個別事業の状況 　

（３）
「島あり，街あり，高原あり」「多様な交通結節機能」「街暮らしと田舎暮らしの近接性」など，本市の特長を
活かすとともに，あらゆる施策に，定住を促進する視点で取り組むことで，住んで良し，移住して良しのまちを
実現します。

（４）
中山間地域活性化に向け各地域が取り組む定住対策に対して，様々な情報提供や地域情報の発信，都市との交流
促進など支援し，地域外からの移住を促進します。

（１）

空き家バンクによる空き家利用の年
間成立件数 6件

（H25年度）
16件

（H27.12月） 20件

定住支援体制の整備 662

指標名 初期値 現状値
目標値

（H31年度）
個別事業名（予算額上位15件）

H28当初予算
（千円）

空き家活用検討事業 5,656

婚活プロジェクト実行委員会補助 1,200

定住・交流事業費（支所分） 7,500

（２）

市の定住窓口を利用して市外から移
住を決めた世帯数 6世帯

（H25年度）
8世帯

（H27.12月） 25世帯

（５） 施策合計（百万円）

（４）

15.0

５　最近の動向

１　地方創生と移住・定住の新たな事業展開
　・地域の魅力向上に資する新たな事業（三原市版CCRC，生涯活躍のまち，民泊など）を企画・構想し，一部着手して
    いるが，いずれも成果を明確に描きにくい。
　・例えば，人口動態の｢転入増｣としても，転入の動機として当該事業がどの程度影響したかは，転入手続き時のアンケート
   調査しか方法がなく，コスト面や体制面で限界がある。

１　現状・課題

２　基本方針

（３）
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Q１ この仕事は，誰のために，何をするのですか？ 

Q２ この仕事に，私たちの税金がどのように使われていますか？ 

Q３ この仕事が行われることによるメリットは？ 

Q４ この仕事はいつから始まり，また，見直しなどを行いましたか？ 

この仕事は，市民及び市外在住者を対象に，「住み続けたい」と思う

市民が増えるための対策を取るとともに，ＵＩＪターン等移住者を呼び

込み，地域の活性化を図っています。 

 転入促進と転出抑制に取り組むことにより，人口減少に歯止めをか

け，地域コミュニティなど地域活力の維持・向上を図ります。 

この仕事にかかる費用（1,434千円）の内訳は，職員の人件費

（1,320千円）と東京・大阪で開催される定住フェアへ参加するため

の旅費（37千円），広島県と県内 23市町で構成される協議会の負担金

（76千円）です。 

 担当職員は，市外からの移住相談（27年度 46件）や市内での定住

相談対応（27年度５６件）を担っています。 

 本市では，人口減少が進んでおり，このまま人口減少が続くと，地域

コミュニティの維持が困難になり，地域活力の低下が懸念される状況に

あります。また，将来的には生活に必要なインフラも維持できなくなる

恐れがあります。 

このような状況の中，人口減少に歯止めをかけ，地域コミュニティや

地域活力の維持・向上を図る必要があると考えられます。 

 この定住支援に関する仕事は，主に合併前の久井町・大和町で取り組

まれていましたが，平成 17年の合併後，現在の三原市全域で実施する

ことになりました。 

 また，平成 24年からは，市外からのＵＩＪターン等移住者を呼び込

むために，本市へ移住された方の声を集めたパンフレット「ミハラビ

ト」を隔年で作成し，本市への移住ＰＲを行っています。 

事業名：定住支援体制整備事業 

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 
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（ ）

根拠法令等 三原市定住促進対策委員会設置要綱 担当課･係名 地域調整課・計画調整係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 紙田

事業シート（概要説明書）

予算事業名 定住支援体制の整備 事業開始年度 平成17年度

上位施策事業名 長期総合計画及び総合戦略掲載事業 担当局・部名 総務企画部

－ ％

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

実施の背景
本市において，人口減少が進んでおり，このまま人口減少が続くと，生活に必要なインフラや地域コミュ
ニティの維持が困難になり，地域活力の低下が懸念される状況にある。地域の活性化を促進するため事
業を開始した。

目　的
（何をどうしたいのか）

「住み続けたい」と思う市民が増えるための対策を取るとともに，ＵＩＪターン等移住者を呼
び込み，地域の活性化を図る。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

市民及び市外在住者
対象者数（全住民に対する割合）

－ 人

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

ワンストップ窓口で，定住に関する相談に応じる 0
千
円

定住相談対応

都市圏での定住フェア等，あらゆる機会での移住
広報活動

114

千
円

千
円

千
円

定住広報活動

千
円

関連事業
（同一目的事業等）

地域活性化計画策定団体への定住支援取組補助　4,200千円（300千円×14地区）

コ
ス
ト

28年度（予算） 27年度（決算） 26年度（決算） 25年度（決算）

事
業
費

事業費合計 29 千円

事業費内訳
（平成27年度分）

普通旅費　37千円
県交流・定住促進協議会負担金　76千円
※首都圏で開催する定住フェアの普通旅費は県費（１回当たり１名分）

参考:平成28年度事業　パンフレット作成委託料　420千円(ﾐﾊﾗﾋﾞﾄ3 3,000部(隔年作成))

人
件
費

担当正職員 0.2 人 1,320

662 千円 114 千円 625 千円

千円

臨時職員等 人 千円 人 千円

人 1,320 千円 0.2 人 1,320千円 0.2 人 1,320 千円 0.2

千円

人件費合計 0.2 人 1,320 千円 0.2 人 1,320

人 千円 人

人 1,320 千円0.2

総事業費 1,982 千円 1,434 千円 1,945 千円

千円 0.2 人 1,320 千円

1,349 千円

財源

内訳

国県支出金
千円 千円 千円 千円

国県支出金の内容

地方債 千円 千円 千円 千円

その他特財
千円 千円 千円 千円

その他特財の内容

一般財源 1,982 千円 1,434 千円 1,945 千円 1,349 千円

財源合計 1,982 千円 1,434 千円 1,945 千円 1,349 千円

事業番号⑦－１ 平成28年度

ここから成果指標を導きます。

3



事業シート（概要説明書）

予算事業名 定住支援体制の整備 事業開始年度 平成17年度

事業番号⑦－１ 平成28年度

24/ -

都市圏での定住フェア等での移住広報活動 回 4/3 3/3 3/3

都市圏での定住フェア等での移住相談件数 件

Ｈ25年度

都市圏での定住フェア等での継続相談者 組 1/- 1/- 2/-

277,857 337,250

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ27年度 Ｈ26年度 Ｈ25年度

市内の移住相談件数 件 56/ - 21/ - 22/ -

市外からの移住相談件数 件 46/ - 44/ -

単位当たりコスト 総事業費 ／
空き家バンクを利用
しての移住世帯数

円 159,333

26/- 22/- 25/-

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

「住み続けたい」と思う市民が増えるための対策やＵＩＪターン等移住者の呼び込みは，市全
体の魅力が問われ，地域調整課の事業のみではなく，庁内横断的な取組みが必要である。住民
自治組織や民間団体等の協力により，本市の総合力を高めることで更なる魅力を増すことにな
る。今後は関係機関との連携を深め，本市の魅力向上を図る。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）
別紙

特記事項

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

市民が住み続けたいと思う割合を増やすとともに，定住相談窓口や広報活動を通じて，市外か
ら移住を決めた世帯数が増加すること。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ27年度 Ｈ26年度

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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平
成
２
７
年
度
　
県
内
移
住
定
住
実
績
一
覧

呉 市

竹 原 市

三 原 市

尾 道 市

福 山 市

府 中 市

三 次 市

庄 原 市

大 竹 市

東 広 島 市

廿 日 市 市

安 芸 高 田 市

江 田 島 市

計

1
1
4

2
1
1
0
2
6
1
3
3
4
5
4
6
1
1
6
5

2
3
7
4
7
8
9
1
8
9

1
,5
2
8

1
2

2
1
3
1
2
1
1
3
2

5
2
1

0
0

1
1
3

9
1
3
1

定
住
実
績
（人

数
）

21
5
35

23
0
不
明
14

44
0
0

1
32

17
19
2

単
身

6
1

5
6

0
0

1
6

0
0

1
4

4
34

夫
婦
の
み

4
0

2
2

0
2

0
7

0
0

0
3

5
25

そ
の
他
親
族
を
含
む

2
1

6
4

0
0

4
8

0
0

0
6

1
32

不
明

0
0

0
0

0
30

0
0

0
0

0
0

0
30

小
　
計

12
2
13

12
0
32

5
21

0
0

1
13

10
12
1

3
0

4
7

9
1
3

4
8

0
0

0
2

2
5
2

4
0

13
14

0
不
明

5
12

0
0

0
3

3
54

単
身

2
0

1
4

0
0

0
4

0
0

0
1

0
12

夫
婦
の
み

1
0

1
0

0
2

0
3

0
0

0
1

1
9

そ
の
他
親
族
を
含
む

0
0

2
3

0
0

2
1

0
0

0
0

0
8

不
明

0
0

0
0

0
0

0
0
0

0
0

1
1

小
　
計

3
0

4
7

0
2

2
8

0
0

0
2

2
30

【
留
意
事
項
】

　
○
各
自
治
体
の
所
管
部
署
に
お
い
て
把
握
で
き
た
範
囲
の
数
値
で
あ
る
。

う
ち
，
県
外
か
ら
の
定
住
実
績
（人

数
）

相
談
件
数

定
住
実
績
（世

帯
数
）

家 族 構 成

う
ち
，
県
外
か
ら
の
定
住
実
績
（世

帯
数
）

家 族 構 成 （ 県 外 ）
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平成２８年度　移住定住相談対応記録（平成２８年９月３０日時点） (参考)
No 受付月日 手段 住所 きっかけ 年代 性別 家族形態 ペット

1 4月4日 電話 市内 ＨＰ 50代 女

2 4月12日 電話 市外 ＨＰ 男
3 4月12日 来庁 市内 ＨＰ 60代 女
4 4月22日 来庁 東京都 県サポートセンター 40代 男
5 4月26日 ＦＡＸ 滋賀県 ＨＰ 40代 男
6 4月26日 電話 市内 ＨＰ 50代 女

7 5月6日 電話 福岡県 ＨＰ 40代 女

8 5月6日 電話 市内 ＨＰ 40代 女
9 5月13日 電話 市外 ＨＰ 50代 女
10 5月16日 電話 市外 ＨＰ 60代 男
11 5月19日 電話 市内 ＨＰ 50代 女
12 5月20日 電話 市外 ＨＰ 60代 男
13 5月20日 電話 市外 ＨＰ 40代 男
14 5月27日 来庁 東京都 その他（不明） 60代 男
15 5月31日 来庁 市内 知人 60代 男

16 6月8日 電話 不明 ＨＰ 40代 女

17 6月9日 メール 岡山県 ＨＰ 不明 男
18 6月10日 電話 岡山県 ＨＰ 20代 女
19 6月16日 電話 市内 知人 70代 女
20 6月17日 来庁 市内
21 6月18日 メール 兵庫県 ＨＰ 不明 男 犬（室内）
22 6月20日 来庁 市内 ＨＰ 40代 男
23 6月21日 電話 岡山県 ＨＰ 50代 女
24 6月23日 電話 広島県 ＨＰ 60代 男
25 6月27日 来庁 広島県 ＨＰ 50代 男
26 6月27日 電話 東京都 県サポートセンター 30代 女
27 6月27日 電話 不明 知人 50代 男
28 6月28日 来庁 市内 知人 50代 男 夫婦等
29 6月29日 電話 市内 知人 70代 男
30 6月29日 電話 広島県 その他（不明） 70代 男 子と２人
31 6月30日 電話 広島県 ＨＰ 60代 女 ３人（息子と孫）

32 6月30日 電話 広島県 ＨＰ 30代 女
33 6月30日 来庁 市内 ＨＰ 50代 女 ３人

34 7月4日 来庁 広島県 ＨＰ 40代 女 ４人

35 7月5日 来庁 東京都 県サポートセンター 30代 女
36 7月6日 電話 広島県 知人 60代 男 夫婦等
37 7月7日 来庁 県外 その他（不明） 50代 男 単身
38 7月12日 電話 岐阜県 ＨＰ 30代 女 夫婦等
39 7月12日 電話 岡山県 ＨＰ 30代 男 夫婦等
40 7月12日 来庁 鹿児島県 ＨＰ 40代 男 単身
41 7月15日 メール 兵庫県 ＨＰ 30代 男 夫婦等
42 7月19日 電話 広島県 ＨＰ 30代 男 単身
43 7月19日 来庁 市内 知人 40代 男 ５人以上
44 7月21日 電話 市内 知人 60代 女 ２人以上（子あり）

45 7月21日 電話 市内 ＨＰ 60代 男
46 7月25日 メール 岡山県 ＨＰ 30代 女 単身

47 7月28日 電話 市内 ＨＰ 60代 女

48 8月1日 メール 東京都 その他（定住フェア） 不明 男

49 8月4日 電話 静岡県 新聞・雑誌等 87 男 夫婦等
50 8月8日 電話 兵庫県 新聞・雑誌等 70 男 夫婦等
51 8月8日 電話 京都府 新聞・雑誌等 68 男 夫婦等
52 8月10日 電話 広島県 新聞・雑誌等 84 女
53 8月12日 メール 広島県 新聞・雑誌等 男
54 8月15日 電話 沖縄県 新聞・雑誌等 男
55 8月15日 電話 愛媛県 ＨＰ 50 男
56 8月16日 電話 三重県 新聞・雑誌等 80 男 単身
57 8月17日 電話 広島県 新聞・雑誌等 59 男 夫婦等
58 8月18日 来庁 宮崎県 新聞・雑誌等 71 男 夫婦等
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59 8月31日 電話 広島県 テレビ 女 単身
60 8月31日 電話 広島県 ＨＰ 40代 女 ４人
61 8月31日 電話 栃木県 知人 60代 女

62 9月1日 来庁 島根県 その他（不明） 70代 男 夫婦等

63 9月1日 電話 市内 広報 60代 女
64 9月2日 電話 東京都 新聞・雑誌等 70代 　
65 9月5日 電話 大阪府 新聞・雑誌等 60代 女 夫婦等
66 9月6日 来庁 市内 知人 60代 女 単身
67 9月6日 電話 不明 ＨＰ 30代 男 単身
68 9月6日 電話 不明 テレビ（さぎてい） 60代 女
69 9月9日 電話 愛媛県 ＨＰ 50 男
70 9月9日 電話 広島県 ＨＰ 38 男 単身
71 9月12日 電話 兵庫県 新聞・雑誌等
72 9月13日 電話 沖縄県 ＨＰ 単身
73 9月21日 電話 市内 ＨＰ 40代 ５人以上
74 9月23日 電話 広島県 ＨＰ
75 9月23日 電話 岡山県 新聞・雑誌等
76 9月26日 郵送 広島県 ＨＰ 50代 夫婦等
77 9月26日 来庁 市内 ＨＰ 30代 夫婦等
78 9月26日 来庁 市内 知人 50代
79 9月27日 電話 市外 ＨＰ
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Q１ この仕事は，誰のために，何をするのですか？ 

Q２ この仕事に，私たちの税金がどのように使われていますか？ 

Q３ この仕事が行われることによるメリットは？ 

Q４ この仕事はいつから始まり，また，見直しなどを行いましたか？ 

この仕事は，次の方を対象者として，空き家の売買・貸借を仲立ちす

る空き家バンク事業と空き家の改修費等の支援事業を行っています。 

①市内に空き家を所有している方 

 空き家の利活用を促進し，地域の生活環境の維持・向上及び地域の活

性化を図ります。 

②市民及び市外から三原市に移住・定住を希望している方 

 空き家を利活用することで，質の良い住宅を提供します。 

昨年度，この仕事にかかった費用（3,821千円）の内訳は，担当職

員の人件費（3,300千円），チラシの作成費用（56千円），空き家の改

修費等補助（465千円）になります。 

 担当職員は，空き家バンクの登録（27年度 32件）や相談対応（27

年度 102件）を担っています。また，空き家の改修費補助は，改修

（27年度 1件）と家財整理（27年度 4件）への補助を行いました。 

空き家の増加は，地域活力の低下を招くなど，地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼすため，空き家の活用を促進することにより，地域の

生活環境の維持・向上及び地域の活性化を図ることができます。 

なお，平成 25年度の住宅・土地統計調査において，本市の空き家率

は 16.3％，広島県：15.9％，全国：13.5％となっています。このよ

うに，本市の空き家率は，国・県と比較して高い状況にあり，今後さら

に空き家の利活用に取り組む必要があると考えられます。 

空き家バンク事業は，合併前の大和町で実施されていましたが，平成

17年の合併後，現在の三原市全域で実施することになりました。 

空き家バンク事業は，制度を運用する中で，登録申請書や利用申込書

の様式を見直しましたが，仕組み自体に大きな見直しはありません。 

空き家改修費補助事業は，平成 27年 8月から開始し，現在に至って

います。 

事業名：空き家活用事業 

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 
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（ ）

根拠法令等 三原市空き家バンク要綱，三原市空き家改修等支援事業補助金交付要綱 担当課･係名 地域調整課・計画調整係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 紙田

事業シート（概要説明書）

予算事業名 空き家活用事業 事業開始年度 平成17年度

上位施策事業名 長期総合計画及び総合戦略掲載事業 担当局・部名 総務企画部

16.3 ％

実施方法

■直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：㈱エブリプラン　　※Ｈ28　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

実施の背景

空き家は，市内の中山間地域だけでなく，中心市街地も含めた全域において，増加傾向にある。空き家
の増加は，地域活力の低下を招くなど，地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすため，空き家の有
効活用及び移住・定住を促進するため，実施している。
なお，平成25年度の住宅・土地統計調査において，三原市の空き家率は16.3％，広島県：15.9％，全国：
13.5％。　※平成27年には空家等対策の推進に関する特別措置法が施行された。

目　的
（何をどうしたいのか）

空き家をその所有者等の申込みに基づいて登録し，空き家の利用を希望する者にあっせんして
その活用を促進することにより，家屋等の保全に資するとともに，移住・定住を促し，地域の
活性化を図ることを目的とする。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

空き家所有者（Ｈ25住宅・土地統計調査：空き家数7,570戸）

移住希望者

対象数（市内空き家率）

7,570 戸

千
円

シェアハウス，ゲストハウス，コミュニティカ
フェ及びお試し住宅等，地域の実情に即した空き
家活用方法を調査する空き家活用基礎調査事業
（新規委託事業）

2,100(H28) 空き家活用施策の創設

関連事業
（同一目的事業等）

三原市空家等対策計画策定事業（建築指導課）

千
円

制度利用促進活動

千
円

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

空き家を所有者が市に登録し，利用者希望者に斡
旋する空き家バンク制度

56
千
円

制度利用促進活動

空き家バンクを利用する者に対して，家財整理や改修
修繕を補助する空き家改修等支援事業

465

521 千円 49 千円 48 千円

コ
ス
ト

28年度（予算） 27年度（決算） 26年度（決算） 25年度（決算）

事
業
費

事業費合計 5,656 千円

事業費内訳
（平成27年度分）

印刷製本費　　　　 56千円（空き家バンクチラシ8,000枚）
空き家改修費補助　465千円（改修費300千円×1件,家財撤去50千円×3件,15千円×1件）
 (Ｈ27.8実施)　　　　　　（Ｈ27予算　3,500千円）

参考:平成28年度事業　空き家活用事業　　2,100千円（空き家活用事業調査業務委託）
　　　　　　　　　　 空き家改修費補助　3,500千円

人
件
費

担当正職員 0.5 人 3,300 千円 0.5 千円 0.3 人 3,300 千円

臨時職員等 人 千円

人 3,300 千円 0.4 人 3,300

千円 人 千円人 千円 人

千円 0.3 人 3,300 千円

総事業費 8,956 千円 3,821 千円

人 3,300 千円 0.4 人 3,300人件費合計 0.5 人 3,300 千円 0.5

千円 千円

国県支出金の内容 地方創生交付金

3,349 千円 3,348 千円

1,750 千円 465 千円

千円 千円

その他特財
千円 千円 千円

地方債 千円 千円

千円

その他特財の内容

一般財源 7,206 千円 3,356 千円 3,349 千円 3,348 千円

財源合計 8,956 千円 3,821 千円 3,349 千円 3,348 千円

財源

内訳

国県支出金

事業番号⑦－２ 平成28年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 空き家活用事業 事業開始年度 平成17年度

事業番号⑦－２ 平成28年度

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ27年度 Ｈ26年度 Ｈ25年度

空き家改修等支援事業の利用件数 件 5/20 － －

空き家バンク登録件数（各年度3/31時点） 件 29/- 18/- 13/-

空き家バンク新規登録件数 件 32/- 16/- 11/-

Ｈ25年度

空き家バンクを利用しての市内転居世帯数
（うち，家財整理補助利用物件数）

世帯 11（1）/6 2/5 2/4

372,111 478,286単位当たりコスト 総事業費 ／
空き家バンク
仲介成立件数

円 212,278

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

地域資源である空き家を利活用し，地域の活性化を促進するためには有効な事業である。今後
も空き家所有者や移住希望者に対して，本市の制度を積極的に活用していただくための周知を
図る。
ただし，地域資源である空き家を有効利用するためには，地域住民の空き家利用に対する意識
向上が必要であり，空き家利用者等も含め，住民に制度を周知をするには，様々な媒体や機会
を活用する必要があるため，その方策が今後の検討課題である。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）
　別紙

特記事項

空き家バンクを利用しての市外からの移住世
帯数（うち，改修補助利用物件数）

世帯 8（1）/6 7/5 4/4

/ / /

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

空き家の利活用について十分周知され，個々人や地域において空き家が利活用されることによ
り，地域の活性化が促進されること。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ27年度 Ｈ26年度

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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○三原市の住宅数

戸数 用語の説明

46,460

38,790

7,670 ふだん人が居住していない住宅

80
昼間だけ利用している，何人かの人が交代で寝泊りしているな
ど，そこにふだん居住している者が一人もいない住宅

7,570

二次的住宅 430
週末や休暇時に保養などの目的で使用される
たまに寝泊りする人がいる，など

2,800

150

4,190
上記以外で，人が住んでいない住宅（長期不在，建替のために
取り壊すことになっている住宅）

20

80 寮，寄宿舎，旅館等

出典：「平成25年住宅・土地統計調査」　総務省

売却用の住宅

その他の住宅

建築中の住宅

住宅以外

区分

住宅

空き家

一時現在者

居住世帯のない住宅

居住世帯のある住宅

賃貸用の住宅
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Q１ この仕事は，誰のために，何をするのですか？ 

Q２ この仕事に，私たちの税金がどのように使われていますか？ 

Q３ この仕事が行われることによるメリットは？ 

Q４ この仕事はいつから始まり，また，見直しなどを行いましたか？ 

 この仕事は，みはらｄｅ婚活プロジェクト実行委員会と三原市が，結

婚を希望する独身の男女（男性は市内在住または在勤）を対象に，出会

いの機会を提供しています。 

 主に，年４回程度の婚活パーティーの実施と市内で婚活イベント（パ

ーティー・セミナー）を開催する団体への開催費用の一部補助を行って

います。 

昨年度，この仕事にかかった費用（1,428千円）の内訳は，担当職

員の人件費（660千円），婚活パーティーの開催（4回 768千円）に

なります。 

 担当職員は，実行委員会の事務局として，実行委員会（年 5回）の

運営補佐や婚活パーティー（年 4回）の開催支援を担っています。 

本市の人口増減を分析したところ，社会減の主な理由は就職・転勤・

婚姻でした。そのうち，婚姻は県内他市町への転出理由の１位でした。 

また，人口減少・少子高齢化に加えて，未婚化や晩婚化が進んでお

り，このまま人口減少が続くと，地域コミュニティの維持が困難になる

ことが懸念されます。また，将来的には生活に必要なインフラも維持で

きなくなる恐れがあります。このことから，人口減少に歯止めをかける

ため，この仕事に取り組んでいます。 

 みはらｄｅ婚活プロジェクト実行委員会は，平成 25年度から設置さ

れて，現在に至っています。 

 実行委員は，一般社団法人三原青年会議所，三原商工会議所，三原臨

空商工会，みはらウィメンズネットワーク，三原市（子育て支援課，地

域調整課）から構成されています。 

 これまで，115組のカップルが成立しています。 

事業名：婚活プロジェクト実行委員会補助事業 

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 
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財源合計 1,860 千円 1,428 千円 1,803 千円 1,530 千円

一般財源 1,860 千円 1,428 千円 1,803 千円 1,530 千円

千円 千円 千円

その他特財
千円 千円 千円 千円

その他特財の内容

千円 1,530 千円

財源

内訳

国県支出金
千円 千円

総事業費 1,860 千円 1,428 千円 1,803

千円 千円

国県支出金の内容

地方債 千円

0.1 人 660 千円0.1 人 660 千円 0.1 人

千円 人 千円

人件費合計 0.1 人 660 千円

人 千円 人臨時職員等 人 千円

660 千円

1,143 千円

660 千円 0.1 人 660 千円0.1 人 660 千円 0.1 人

関連事業
（同一目的事業等）

みはら婚活応援セミナー開催事業（子育て支援課） 　　27年度予算　270千円
みはら縁結びサポーター養成講座事業（子育て支援課） 27年度予算　426千円

コ
ス
ト

28年度（予算） 27年度（決算） 26年度（決算） 25年度（決算）

事
業
費

事業費合計 870 千円

事業費内訳
（平成27年度分）

補助金
　婚活イベント開催　４回　768千円
　　　　　　　　　（参加費　第１回：3,500円，第２回：3,500円
　　　　　　　　　　　　　　第３回：2,500円，第４回：2,000円　）
　めぐりあい応援隊支援事業　０団体　0円
　（婚活イベント開催費支援　上限１回50千円）

人
件
費

担当正職員 0.1 人 660 千円

1,200 千円 768 千円

婚活イベント実施

千
円

千
円

千
円

千
円

－ ％

実施方法

□直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■補助金〔直接〕（補助先：実行委員会 　　実施主体：実行委員会　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

実施の背景

人口減少・少子高齢化に加えて，未婚化や晩婚化が進んでおり，このまま人口減少が続くと，生活に必
要なインフラや地域コミュニティの維持が困難になることが懸念されることから，事業を開始した。参加者
数から読み取ると潜在的なニーズがある。なお，人口動態を分析したところ，社会減の主な理由は就職・
転勤・婚姻であり，そのうち，婚姻は県内他市町への転出理由の１位であった。

目　的
（何をどうしたいのか）

未婚化及び晩婚化並びに転出を抑制し，人口減少に歯止めをかけるため，実行委員会に補助金
を交付し，独身男女の出会いの場を創出する。将来的には，ＮＰＯ法人や市民活動団体などの
民間団体がこうした事業を独自で実施することを目的とする。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

独身男女（男性は市内在住者）
対象者数（全住民に対する割合）

－ 人

事業内容
（手段、手法など）

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

婚活イベントを実施する活動団体に対し，イベン
ト開催費用を補助する。

768
千
円

根拠法令等 みはらｄｅ婚活プロジェクト補助金交付要綱 担当課･係名 地域調整課・計画調整係

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 紙田

事業シート（概要説明書）

予算事業名 婚活プロジェクト実行委員会補助 事業開始年度 平成25年度

上位施策事業名 総合戦略関連事業 担当局・部名 総務企画部

事業番号⑧ 平成28年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 婚活プロジェクト実行委員会補助 事業開始年度 平成25年度

事業番号⑧ 平成28年度

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

人口減少・少子高齢化という社会情勢の中で，行政が関わって独身男女の出会いの場を創出し
ている。参加者には行政が関与しているという安心感があるため参加しやすい等の意見もあ
り，一定の成果が認められる。しかしながら，行政による限られた運営では，未婚化・晩婚化
の根本的な解消には至らないため，今後は信頼性が担保できるＮＰＯ法人や市民活動団体など
が実施することが理想である。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

特記事項 実行委員会主催のイベントで成立したカップルのうち，５組が結婚したとの情報が寄せられている。

/ / /

/ / /

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

婚活イベントの開催及び他団体における婚活イベント開催支援を行うことにより，多くのカッ
プルが成立すること。また，こうしたイベントが継続的に開催されることにより，独身男女の
結婚に関する意識が高まることを目標とする。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ27年度 Ｈ26年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ カップル成立件数 円 43,273

/ / /

Ｈ25年度

カップル成立件数 組 33/40 43/35 37/30

41,930 41,351

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ27年度 Ｈ26年度 Ｈ25年度

婚活イベント開催数 回 4/4 4/3 3/3

市内の活動団体が開催する婚活イベント支援 回 0/6 6/6 5/6

/ / /

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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三原市における婚活支援について 

 

地域調整課 

 

１．これまでの経緯 

  平成 24 年度まで実施してきた「若者出会い交流応援事業(子育て支援課)」，「出会いの場創設

事業(政策企画課)」を統合し，より良質な出会いの場の提供を目的に，関係団体で構成する「み

はらｄｅ婚活プロジェクト実行委員会」を設置し，あらたな婚活イベントを開催している。 

  

実行委員会委員 ７名  

団 体 名 人 数 備 考 

一般社団法人三原青年会議所 １名  

三原商工会議所 ２名  

三原臨空商工会 １名  

みはらウィメンズネットワーク １名 女性 

三原市（子育て支援課，地域調整課） ２名  

 

  実行委員会への補助金実績 補助上限 １２０万円 

年 度 実績額 備 考 

２５年度 ６５９，３４０円  

２６年度 ８７６，７５０円  

２７年度 ７６８，２８６円  

 

２．実行委員会主催の婚活イベントの開催状況 

  

年 度 回 数 結 果 

２５年度 ３回 参加者 男性：７５人  女性：７２人  カップル成立数：２８組 

２６年度 ４回 参加者 男性：１０７人 女性：１１１人 カップル成立数：３４組 

２７年度 ４回 参加者 男性：９１人  女性：９７人  カップル成立数：３３組 

計 １１回 参加者 男性：２７３人  女性：２８０人 カップル成立数：９５組 

   

３．めぐりあい応援隊支援事業 

  平成 25 年度より，少子化，晩婚化への対応として，独身の男女の出会いの場を創設することを

通じ，社会全体で結婚を支援する機運を盛り上げるために，市内で婚活イベントを開催する団体・

個人・企業のうち，応援隊として登録した者に対し，婚活イベント開催費用の一部を支援してい

る。 

 

めぐりあい応援隊への補助金実績 ※補助上限１件あたり５万円 

年 度 件数 実績額 備 考 

２５年度 ５件 ２２６，４９０円  

２６年度 ６件 ２６６，６８５円  

２７年度 ０件 ０円  

 

《支援実績》※登録団体数：１３団体 

年度 件数 結果 

２５年度 ５件 参加者 男性：４５人 女性：４６人 カップル成立数： ９組 

２６年度 ６件 参加者 男性：６６人 女性：５５人 カップル成立数：１１組 

２７年度 ０件  

計 １１回 参加者 男性：１１１人  女性：１０１人 カップル成立数：２０組 
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平成２７年度みはら de 婚活プロジェクト実行委員会事業報告書 

 

１ 実行委員会会議 

名称 日程 主な協議内容等 

第１回会議 
5/22 

役員選任，H2６事業実績・決算， 

H2７事業計画・予算 等 

第２回会議 7/21 イベント実施関係 等 

第３回会議 １0/16 イベント実施関係 等 

第４回会議 12/11 イベント実施関係 等 

第５回会議 2/19 イベント実施関係，H2７事業実績見込み・決算見込み 等 

 

２ 婚活イベント開催事業 

第１弾「サマー☆カップリングパーティ ～真夏の恋花火～」 

    日時：平成２７年８月９日（日）１４：３０～１７：３０ 

    会場：三原国際ホテル 

    参加：男性２３名，女性２５名（２５～４５歳） 

結果：カップル９組 

 

   第２弾「秋麗（あきうらら）なごやか ウォーキング＆パーティー」 

    日時：平成２７年１０月２４日（土）１３：００～１７：３０ 

    会場：広島エアポートホテル 

    参加：男性１８名，女性１９名（２５～４５歳） 

    結果：カップル６組 

 

   第３弾「X'mas カップリングパーティ in ポポロ」 

   日時：平成２７年１２月１９日（土）１４：００～１７：３０ 

    会場：ポポロ 

    参加：男性２１名，女性１８名（２５～４５歳） 

    結果：カップル６組 

 

第４弾「おひな祭り カップリングパーティ」 

    日時：平成２８年２月２８日（日） 第１部 １１：００～１４：００ 

第２部 １５：００～１８：００ 

    会場：道の駅 みはら神明の里 

    参加：第１部 男性１４名，女性１５名（３５～４９歳） 

       第２部 男性１５名，女性２０名（２５～３７歳） 

    結果：第１部 カップル４組 

    結果：第２部 カップル８組 

 

 計（延べ） 参加：男性９１名，女性９７名 結果：カップル３３組 
  ※参考 平成２５年度 参加：男性 ７５名，女性 ７２名 結果：カップル２８組 
      平成２６年度 参加：男性１０７名，女性１１１名 結果：カップル３４組 
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３ めぐりあい応援隊支援事業 

 平成２７年度支援実績なし 

 

※参考 平成２５年度（計５件） 
男性４５，女性４６ 

計９１名 
９組 225,000 円 

 平成２６年度（計６件） 
男性６６，女性５５ 

計１２１名 
11 組 262,041 円 
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イメージ図 

  

平成２４年度まで実施してきた「若者出会い交流応援事業」，「出会いの場創設事業」を統合し，

新たに補助制度を創設する。 

平成２５年度からは「みはら de 婚活プロジェクト実行委員会」を設置し，実行委員会が実施す

る婚活事業に対しその経費を補助する。 

  ○全体事業：実行委員会が主催する事業（年４回程度，補助率：10/10） 

  ○個別事業：実行委員会に登録した「めぐりあい応援隊」が主催する事業 

（年 6回程度，補助率：定額，上限：5万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 婚活イベント（全体事業・個別事業）の開催 

めぐりあい応援隊 
めぐりあい応援隊 

みはら de婚活プロジェクト実行委員会 
・ イベント等の企画，運営及び情報発信 
・ めぐりあい応援隊の実施するイベント等への支援 
・ 関係機関等との連絡調整 等 
 
＜構成団体＞ 

三原青年会議所，三原商工会議所，三原臨空商工会 
みはらウイメンズネットワーク，三原市 

全体事業 個別事業 

男女の出会い ⇒ 結婚・出産 ⇒ 定住・少子化対策 

⇒ 異業種交流 ⇒ ネットワークづくり 

⇒ にぎわい ⇒ 経済効果 

市内企業 

団体 等 

補助金 

婚活イベント 

補助率：10/10 

年４回程度実施 

婚活イベント 

補助率：定額５万円まで 

年 6 回程度実施 

外部委託（事業実施補助） 
実行委員会の企画を具体化 
イベント前後の参加者フォロー 
めぐりあい応援隊の支援 等 

アドバイス 

三原市 

専門事業者 

委
託 

補
助
金
等
の
支
援 

 

連 

携 

めぐりあい応援隊 応援隊登録 

市民，従業員， 

近隣市町住民 等 

 

地域の 
活性化！ 

主
催
開
催 

応
援
隊
開
催 

  

参加 

参加呼び掛け 

副次的効果 
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